
日高町公告第２３号 

 

富川市街地拠点複合施設整備基本設計について、公募型プロポーザルを実施するので、次のとおり

公告する。 

 

令和３年１０月１５日 

日高町長 大 鷹 千 秋 

 

１ 業務概要 

（１）業務名   富川市街地拠点複合施設整備基本設計 

（２）業務内容  別紙「富川市街地拠点複合施設整備基本設計 特記仕様書」のとおり 

（３）業務期間  契約締結日の翌日（翌日が閉庁日の場合は翌開庁日）から 

令和４年３月３１日まで 

         ただし、日高町議会の予算繰越承認を受けた場合は、令和４年６月３０日を 

         完了期限とする期間延長を行う予定。 

 

２ 参加資格 

（１）公募型プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、北海道内に本社

または本店がある者で次のいずれにも該当する者とする。 

ア 本公告日において、日高町競争入札参加資格者格付名簿において、登録区分「建築工事設計

委託資格者名簿」に登録されている者であること。 

イ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項に基づく一級建築士事務所の登録を継続して

行っている単体企業であること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により一般競争入札への参加を

排除されていない者であること。 

エ 本公告日から参加表明書提出日までのいずれの日においても、日高町競争入札参加資格者指

名停止事務処理要領に基づく指名停止を受けていない者であること。 

オ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民

事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（会社更生

法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。 

カ 参加しようとする他の者との間に、次の(i)～(ⅲ)の基準のいずれかに該当する関係が無いこ

と。 

(ⅰ) 資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成17年法律第86号）第

２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条

第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社

（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 

（a） 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係

にある場合 

（b） 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 



(ⅱ) 人的関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし（a）については、会社の一方が更生会社等

である場合を除く。 

（a） 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている場合 

（b） 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第

２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 

(ⅲ) その他、選定手続の適正さが阻害されると認められる関係、上記(ⅰ)又は(ⅱ)と同視し

うる資本関係又は人的関係があると認められる関係 

キ 参加表明書を提出するものは、平成23年4月以降に行った新築又は改築に関わる設計業務のう

ち、同種又は類似業務のものについて1件以上、着手又は完了した実績があること。 

注１）「同種業務」とは、北海道内において新築する国土交通省告示第98号別添二第４号、第５

号又は第12号の用途等の延床面積が1000㎡以上の公共施設（複合施設含む）の基本設計又は実

施設計に関する業務をいう。 

注２）「類似業務」とは、国土交通省告示第98号別添二第４号、第５号又は第12号の用途等の施

設（複合施設含む）の基本設計又は実施設計に関する業務をいう。 

 

３ 業務上の条件 

（１）管理技術者は一級建築士であること。 

（２）管理技術者及び主任技術者（建築（総合））は、提出者の組織に所属していること。 

（３）管理技術者及び記載を求める主任技術者はそれぞれ１名であること。 

（４）管理技術者が記載を求める各主任技術者を兼任していないこと。また、記載を求める各主任技

術者が記載を求める他の分担業務分野の主任技術者を兼任していないこと。 

（５）管理技術者及び各担当技術者は、平成23 年４月以降に同種又は類似業務に携わった実績がある

こと。 

（６）主たる分担業務分野である建築（総合）は再委託しないこと。 

（７）業務の一部を再委託する場合には、再委託先の設計事務所等が国又は地方公共団体から指名停

止又は指名除外の措置を受けている、又は受けることが明らかである者でないこと。 

注１）「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者で、契約書の規

定に基づき、受託者が定めた者をいう。 

注２）「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務における担当技術者を総括する役割を

担う者をいう。なお、記載を求める各主任技術者の分担業務分野の分類は、次表による。 

分担業務分野 業務内容 

建築（総合） 平成31年国土交通省告示第98号別添一第１項第１号ロ（１）の表中 

（１）総合 

建築（構造） 同上（２）構造 

電気設備 同上（３）設備 

機械設備 同上（３）設備 

 

 

 



４ 手続等 

（１）担当課 

〒059-2192 沙流郡日高町門別本町２１０番地の１ 

日高町市街地活性化対策室  電話：01456-2-6181 FAX：01456-2-5615 

      電子メール：kikaku01@town.hidaka.hokkaido.jp 

       

（２）プロポーザルに係る関係資料の交付 

① 資料名 

（ア）公募型プロポーザルの実施に係る手続開始の公告 

（イ）公募型プロポーザル実施要領 

（ウ）富川市街地拠点複合施設整備基本設計特記仕様書 

（エ）富川市街地拠点複合施設整備基本設計公募型プロポーザル参加表明書評価要領 

（オ）富川市街地拠点複合施設整備基本設計公募型プロポーザル技術提案書等審査要領 

② 交付期間 令和３年１０月１５日（金）から令和３年１０月２８日（木）午後４時まで 

③ 交付場所 上記（１）担当課 

④ 上記資料は、日高町のホームページからも入手可能。 

（URL https://www.town.hidaka.hokkaido.jp/） 

 

（３）参加表明書の提出 

① 提出期限 令和３年１０月２８日（木）午後４時まで 

② 提出場所 上記（１）担当課 

③ 提出方法 持参又は郵送（提出期限必着のこと。） 

 

（４）技術提案書提出者の選定 

第一次審査として、３に定める業務上の条件を満たしているかを確認するとともに、参加表明

書提出者が多数の場合は、「富川市街地拠点複合施設整備基本設計公募型プロポーザル参加表明

書評価要領」により評価し、評価の合計点が高いものから技術提案書の提出者として、５者以内

を選定する。なお、提出者が１者の場合でも受付・審査をする。 

 

（５）審査結果の通知 

技術提案書提出者を選定したときは、令和３年１１月４日（木）までに選定結果通知書を電子

メール及び文書により通知する。 

 

（６）技術提案書等の提出 

① 提出期限 令和３年１１月２９日（月）午後４時まで 

② 提出場所 〒059-2192 沙流郡日高町門別本町２１０番地の１ 

日高町市街地活性化対策室  電話：01456-2-6181  FAX：01456-2-5615 

電子メール：kikaku01@town.hidaka.hokkaido.jp 

③ 提出方法 持参又は郵送（提出期限必着のこと。） 

注１）技術提案書等の提出者は選定結果通知書により、技術提案書等の提出要請を受けたものに

限る。 



５ その他 

（１）本手続きにおいて使用する言語は日本語及び通貨は日本円によるものとする。 

（２）技術提案書の作成、提出及びヒアリング審査に関する費用は、提出者の負担とする。 

（３）契約の締結 

ア 受託候補者と当該業務について協議を行い、内容について合意の上、随意契約の方法により

契約を締結する。 

なお、技術提案時と比較し、見積額が著しく異なる等不誠実な行為があったときは、失格と

する。 

イ 契約保証金は免除する。 

ウ 契約書の作成を要する。 

（４）詳細は「富川市街地拠点複合施設整備基本設計公募型プロポーザル実施要領」による。 

（５）基本設計業務の契約締結者と実施設計業務の見積合わせを検討している。 


